
社会保障給付費の整理に関する検討会について 

 

１ 設置趣旨  

 「社会保障・税一体改革成案について（平成２３年７月１日閣議報告）」において、社会

保障給付の整理が求められており、その前提として、社会保障給付費の概念や内容について

整理することが求められている。 

 多岐にわたる社会保障給付費の概念や内容について議論及び整理をするため、学識経験者

を参集し、検討を行う。  

（参考）社会保障・税一体改革成案(抄) (平成 23 年 6 月 30 日 政府・与党社会保障改革検討本部決定）  

 Ⅱ 社会保障費用の推計 

  ２ 社会保障給付にかかる公費（国・地方）全体の推計  

    社会保障給付にかかる現行の費用推計については、そのベースとなる統計が基本的に

地方単独事業を含んでおらず、今後、その全体状況の把握を進め、地方単独事業を含めた社

会保障給付の全体像及び費用推計を総合的に整理する。1  

 
  1  2011年度予算ベースでは、社会保障給付に係る国・地方公費は 39．4兆円である。  

     他方、総務省推計によれば、2011年度で、地方単独事業として社会保障に関連する支出は 7.7兆円と

見込まれる。  

 

２ 検討事項  

 社会保障給付費の集計範囲等について、学術的・統計実務的な観点から検討を行う。  
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４ 開催状況等  

 平成２３年９月１４日の第一回会議以降、計３回の会議を経て、平成２３年１１月２９日

に「社会保障給付費等の整理に関する方向性」をとりまとめた。  


